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１　事業の概要 ５　事業説明

SDGsｺﾞｰﾙ
SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

4
4-1

　国公立高校生等の修学を支援するため、低所得世帯を
対象に給付金を支給し、教科書費などの授業料以外の教
育費負担を軽減する。

　ア　低所得世帯の生徒に対する給付　△175,752千円
　イ　事務に要する経費　　　　　　　　  △690千円

（１）事業内容
　　ア　低所得世帯の生徒に対する給付　1,176,131千円
　　　　低所得世帯を対象に給付金を支給し、教科書費などの授業料以外の教育費負担を軽減する。
　　イ　事務に要する経費　　　　　　　　 17,023千円(申請書類パンチ入力、申請書類印刷等)

（２）事業計画
　　ア　支給要件
　　 (ｱ)　非課税世帯又は生活保護受給世帯
　　 (ｲ)　親権者等が埼玉県内に在住
　　 (ｳ)　国公立高等学校等又は国公立の高等学校の専攻科又は別科に在学
　　イ　給付額
　　　　生活保護受給世帯生徒      ：  32,300円
　　　　非課税世帯(全日制等)生徒  ： 117,100円(第1子)　143,700円(第2子以降)
　　　　非課税世帯(通信制)生徒　  ：  50,500円
　　　　非課税世帯(専攻科)生徒 　 ：  50,500円

（３）事業効果
　　　給付金の支給対象となる生徒数：　10,254人
　　　生活保護受給世帯生徒     　 ：   1,093人
　　　非課税世帯(全日制等)生徒 　 ：   8,949人
　　　非課税世帯(通信制)生徒　 　 ： 　  186人
　　　非課税世帯(専攻科)生徒　 　 ：      26人

（４）その他
　　ア　低所得世帯に対する給付
　　　　受給者数が当初の見込みを下回ったことによる減額：△175,752千円
　　イ　事務に要する経費
　　　　入札差金及び節約による執行残に係る減額        ：    △690千円

２　事業主体及び負担区分
ア　(国1/3・県2/3)
イ　(県10/10)

３　地方財政措置の状況
(区分)その他の教育費(細目)総務調査費
(細節)総務調査費
(積算内容)奨学のための給付金等

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×3人＝28,500千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
補正後の
予算額国庫支出金

決定額 △176,442 △58,584

現計額 1,369,596 450,627 918,969

― 教育局 70 ―

未来を創る子供たちの育成

△117,858 1,193,154

多様なニーズに対応した教育の推進



 

事業名

単位事業名 予算額 △ 175,752千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 補正予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ △58,584 ― 高等学校等修学支援事業費補助金
高等学校費補助金 補助率　1/3

一般財源 △117,168 ―

合計 △175,752 ―

　
○歳出 （単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

扶助費 △175,752 ― 受給者数が当初の見込みを下回ったことによる減額

合計 △175,752 ―

単位事業名 予算額 △ 690千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 補正予算額 対前年度増減額

一般財源 △690 ―

　

主な内容

事業内訳書

埼玉県国公立高等学校等奨学のための給付金事業

低所得世帯の生徒に対する給付

主な内容

主な内容

事務に要する経費



 

 

単位事業名 予算額 △ 690千円

　
 （単位：千円）

款・節 補正予算額 対前年度増減額

合計 △690 ―

　
○歳出 （単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

需用費 △350 ― 入札差金及び節約による執行残に係る減額

役務費 △307 ― 入札差金及び節約による執行残に係る減額

委託料 △33 ― 入札差金及び節約による執行残に係る減額

合計 △690 ―

事務に要する経費

主な内容

主な内容


